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１．はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「水」は「生命の源」であり、生命と健康を守るために、そして社会活動を維持していくために不可欠である。そして、「水道」はこれを利用者に届ける大切なライフラインである。

　大阪の近代水道は、1895年（明治28年）に大阪市で始まり、これまで115年の間、府や市町村において、水需要の増加や原水水質の悪化などに対応する施設整備事業に取り組み、今日では府民約880万人に水道水を供給している。

　その一方で、時代の変遷や社会環境の変化に伴い、新たな課題に直面している。創設期・高度成長期に整備された水道施設の老朽化が進み、大規模地震に備えた対策は喫緊の課題である。このような状況から、今後、施設・管路の耐震化や更新が必要であるが、ライフスタイルの変化や節水機器の普及、給水人口の減少などから給水収益の減収が見込まれる。

　また、水源の大半を淀川に依存していることは、大規模な災害・事故等の発生時にも、利用者に安全・安定した給水を継続するに当たっての大きな課題である。
　本委員会では、このような厳しい環境の中、これらの課題を克服し、大阪の水道を持続・発展させていくため、市町村水道の関係者や傍聴者からの意見も交えながら、その将来像と水道整備の方向性について検討し、提言をとりまとめた。

２．府域水道の将来構想の検討にあたって　　　　　
2．1 本委員会の目的
　本委員会は、「府域水道の将来像を見据え、広域化の推進とその実現に向けた水道整備の方向性について、専門的かつ客観的な意見」を示すことを目的としている。具体的には、『①府域水道の将来像を明らかにする』とともに、『②将来像を実現するための重要な取り組みを示す』ことである。
２．２　水道及びそれに関連する社会の動向
１）国の動向

国は平成16年度に、すべての水道関係者が共通目標を持って、その実現のための具体的な施策や工程を包括的に示すため、「水道ビジョン」を公表し、平成20年度には一部見直しが行われた。同ビジョンでは、『安心・安定・持続・国際・環境』の５つの政策目標が掲げられ、多くの水道事業がこの目標のもとに様々な取り組みを進めている。
また、最近は「水道」の枠を超えて、「水」分野における連携や一元化の動きが盛んである。組織としては平成23年度から国土交通省内の水関連部局（河川局、水資源部、下水道部）を一元化した「水管理・防災局（仮称）」が設置されると言われており、法律では、統合的水管理や水循環型社会の創出などを目指す「水循環基本法案」の法制化に向けて超党派で取り組まれているところである。
更に、国際貢献に寄与する活動の一つとして、日本の高度な「水・環境技術」を海外に展開する「水ビジネス」への参入についても、政府の成長戦略の一端を担う等、官民一体となっての積極的な取組が進んでいる。

　　これらの国の取組み・方向性は、「水」分野の一端を担う「水道」の将来を考えるに当たり、十分に配慮する必要がある。
２）大阪・関西の動向
（１）府域水道

　　大阪府では、昭和54年度に水道整備基本構想及び広域的水道整備計画を策定し、その後、基本構想は平成２年度、整備計画は平成18年度の改定が最新となっている。

この間、府内広域水道の拡張等が進められ、平成18年度には府北部に位置する豊能・能勢両町に対して水道用水の供給が開始され、大阪市を除く府内水道施設の広域化が一定の区切りを迎えた。

その一方、ライフスタイルの変化や今後の人口減少に伴う水需要の減少、拡張整備された水道施設の本格的な更新時期の到来など、府域水道の抱える諸課題への対応策が必要となっている。

また、平成23年4月からは、市町村が構成する「大阪広域水道企業団」が、これまで大阪府水道部が行ってきた用水供給事業を承継することとなっており、今後の広域化に向けた積極的な活動が期待される。
（２）その他

　　　関西では、地方分権・地域主権の動きも活発である。平成22年12月に関西広域連合が設立されており、琵琶湖・淀川水系に関係する知事の連携も頻繁に行われている。特に大戸川ダムや丹生ダムに関する関係府県知事の連携は、将来、水循環基本法が法制化された際の流域連合の先駆けとなり得るものである。このような動きは、水道分野での府県間連携や広域化の可能性を広げるものであり、本検討に当たっては、周辺他府県の「水道」や「水」に関する動向を注視しておく必要がある。

３．府域水道の現状と課題　　　　　　　　　　　　
３．１　府と府域水道の概況
１）一般概況
　　大阪府は33市9町1村からなり、面積1,898.01km2で全国47都道府県中の第46位、人口884万372人（平成21年10月1日現在）で全国47都道府県中の第3位と、人口が密集している地域である。
　　府域の大半は大阪平野が占め、その周縁部にある北摂山地、生駒金剛山地、和泉山脈を隔ててそれぞれ他府県と接している。また、大阪市以南の西部では大阪湾に臨んでいる。
　　府内を流れる河川は、淀川、大和川が代表的である。淀川はその源を滋賀県琵琶湖に発し、瀬田川から宇治川となり、途中桂川、木津川と合流するなど京都府内を流下して、大阪湾に注いでいる。流域面積や流量は非常に大きく、滋賀県から大阪府にかけて、多くの住民に利用されるなど、近畿にとって極めて重要な河川である。一方、大和川は奈良県を源流として、府内で石川その他３河川と合流して西に流れ、大阪湾に流入している。
２）府域水道のあゆみ

　　大阪府内の水道は、大阪市が1895年（明治28年）に給水を開始し、その後に堺市や守口市など市町村単位で整備が進められた。しかし、人口の増加や産業の発展に伴い、市町村の水道水源が不足したことから、大阪府は1940年（昭和15年）に淀川を水源とする水道用水供給事業の建設工事に着手した。
　　その後も、産業の発展や人口の急増によって水需要が増加したため、府内の各水道は拡張事業を繰り返し、2008（平成20）年度末現在では、普及率99.96％に達している。
また、府営水道においては、水需要の増加だけではなく、市町村水源の枯渇や水質悪化が進むなどに対応するため、これまでに7次にわたる拡張事業を実施し、現在は大阪市を除く府内42市町村に水道用水を供給しており、その依存度は約7割と非常に高い状況にある。
３．２　事業運営面の課題
１）水需要
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　　大阪府政策企画部が平成21年3月に示した将来推計人口は、平成42年で約780～800万人と、今後20年間で現状の884万人から約80～100万人減少する見通しとなっている。
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　　次に、同水道部が平成21年11月に示した将来水需要量（大阪市を除く）では、参考値としながらも平成42年の１日最大給水量は約189.0～194.7万ｍ3と、今後20年間で現状の235.0万ｍ3から約40～46万ｍ3減少する見通しとなっている。

２）水道施設

府内の水道資産、管路の老朽度や更新率から、老朽化対策の推進が今後の府域水道の課題であることが分かる。
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　　基幹施設である浄水場や配水池、管路の耐震化率から、水道の耐震化の推進が喫緊の課題であることが分かる。
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技術的な実現可能性、費用対効果、役割分担等



既存施設等による応援給水の検討

①既存緊急連絡管等による給水

②給水車による水輸送等

短・中期的な取組み 短期的な取組み

内容：水源の存廃や費用負担の考え方

施設最大稼働率の府平均は約66％、施設利用率の府平均は約59％となっている。これらは事故や運用面での余裕を有するという面では有効であるが、給水に対する効率性と安全性のバランスのとれた施設配置を考えることは重要である。

３）組織・人材

　　ベテラン技術者の大量退職を迎え、組織の再構築や技術の継承、人材の育成等により、更なる生産性の向上を図る必要がある。

　　また、事業体ごとに差はあるが、多くの事業体で経営のスリム化に取組んできたことにより、特に人材については、ぎりぎりの人数で運営している事業体もあって、技術の継承問題や技術力の低下が懸念される。
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府域水道の水源の現状
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3

/日 淀川

比率 認可水量 水源の種類

府域の水源別認可水量

府域水源の特徴と課題

≪水源の特徴≫

•

淀川への依存割合が極めて大きい。

•

表流水は、府域周辺部で比較的多く利用さ

れており、山間部では小規模のものが多い。

•

地下水は、北部では淀川周辺部、南部では

石川周辺部や平野部で比較的多く利用され

ている。

≪課題≫

水源（浄水場）が、淀川系に一極集中

していることから、供給安定性の面で

課題がある


４）料金・経営

　　府内の水道事業経営は、統計資料で見れば概ね健全な経営となっている。また、家庭用水道料金の府平均は全国平均より安くなっている。

　　水道料金や経営状況には事業体間格差があるが、必ずしも同じ条件の下で比較されているわけではない。アセットマネジメントに基づく適切な更新事業費の計上など、同じ条件の下で比較するべきである。
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Ｌ２対応

24%

対応状況

不明

23%

Ｌ２未対応

53%

ランクＡ配水池

耐震化レベル

ﾄｰﾀﾙ能力：2,432千ｍ

3

水道統計（平成19年度）

Ｌ２対応

21%

Ｌ２未対応

76%

対応状況

不明

3%

浄水場耐震化レベル

ﾄｰﾀﾙ能力：5,614千ｍ

3

水道統計（平成19年度）

■

■

水道施設（耐震化）

水道施設（耐震化）

■浄水場の耐震化状況■

■配水池の耐震化状況■

■管路の耐震化率■



浄水場、配水池の耐震施設率は20～25％程度

→更なる浄水場、配水池の耐震化が必要



管路の耐震化率は10％弱

→老朽管の更新と併せた耐震化の推進が必要

＜府域水道の課題＞

＜府域水道の課題＞

施設・管路の耐震化の推進

府平均： 9.1％

全国平均： 6.4％

東京都：19.9％

横浜市： 8.8％

大阪市：12.4％


５）まとめ（課題の整理）

　　府域水道の課題としては、「老朽化対策の推進」「耐震化の推進」「人材・技術力の確保」といった技術基盤に関する課題と、「施設・組織の効率化」「経営の健全性の維持」「サービスの向上」「料金水準の平準化」といった経営基盤に関する課題があり、これらの課題を解決するには、技術基盤と経営基盤の強化の両立が求められる。

府域水道の事業経営は、今後、水需要の減少に伴う給水収益の益々の減少、老朽化施設の更新や耐震化等に伴う支出の増加により、厳しい経営環境となることが予想され、府域水道事業を自立的・持続的に運営するための更なる経営強化策の模索は市町村共通の課題である。
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※大阪府平均（43事業体）

■

■

水道施設（施設最大稼働率・施設利用率）

水道施設（施設最大稼働率・施設利用率）

■施設最大稼働率■

■施設最大稼働率・施設利用率の経年変化 ■

減少傾向



施設最大稼働率・施設利用率は全国平均

より低い



近年の施設最大稼働率・施設利用率は減

少傾向にある



水需要に対する効率性と需要変動に対す

る安全性のバランスを考えた施設配置の

設定が必要

＜府域水道の課題＞

＜府域水道の課題＞

施設の効率化

■施設利用率■

府平均：66.4％

全国平均：74.5％

東京都：71.0％

横浜市：71.0％

大阪市：59.3％

府平均：58.8％

全国平均：60.4％

東京都：64.0％

横浜市：65.7％

大阪市：52.6％


３．３　安定給水面の課題
府域水道は、府民の生命や生活、産業活動にとって欠かすことのできない重要な施設であることから、安定給水の強化は最重要な課題である。

平常時の安定給水はもちろんのこと、災害時でも極力被害を軽減し、飲用水をはじめとする給水の確保に努める必要がある。特に医療機関（人工透析病院）では、断水による二次的被害も懸念されることから、可能な限り断水を回避できるような対策が求められる。

１）府域水道の水源
大阪市を含む府内水道の水源は、淀川への依存割合が９割を超えており、水源や浄水場が一極集中していることから、供給安定性の面で課題を抱えている。
また、市町村水道が保有する水源（地域自己水）は、水量は少ないが府内各地に分散しており、地域の安定給水における貴重な水源であるといえるが、これまでの間徐々に減少してきており、今後も水質問題などによって現状の61万ｍ3から15万ｍ3程度減少する可能性があるとされている。
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２）大阪で想定される災害等のリスクと水道への影響
大阪で想定される災害等のリスクとしては、地域防災計画や過去の被災実績等から、地震、渇水、水質異常などが想定される。
府域水道の主要水源（淀川）にこれらのリスクが発災した場合、府民生活への影響は甚大である。この際、生活用水などに活用できる地域自己水は重要であるが、その確保量は、府内のブロックによって異なり、北大阪・東大阪ブロックで多く、南河内・泉州ブロックで少ない。したがって、淀川から遠い大阪南部に対する安定給水強化の必要性は高い。
また、地域自己水は、今後徐々に減少する可能性があることから、その維持に務めるとともに、安定給水面での水源機能の確保について、更なる対策が必要である。
■ 地震時における段階別必要水量と地域自己水量の比較
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[image: image12.emf]広域化推進期に、大きく

２つの段階（ステップ）を設定

※大阪府域では、受水市町

村で構成する大阪広域水道

企業団を中心とした「業務の

共同化」から着手

ステップ２

経営の一体化、事業統合

■

■

広域化推進期におけるプロセス

広域化推進期におけるプロセス

地域、事業体間で求められる広域化の

形態やプロセスが異なる。

全体最適を見据えつつ、

地域に応じたアプローチから

段階的に広域化を推進

更なる広域化の推進に向けた

統合条件の調整

利用者の理解と合意

効果

ステップ１

業務の共同化

広域化対象範囲

（地域、内容）

の拡大

地域、事業体間の温度差


４．府域水道の将来像（目指す方向）　　　　　　　
　府民は、今と同等もしくはそれ以上の品質の水道水を、できる限り安く、必要なときはいつでも提供されることを望んでおり、水道事業者はこれに応えていかなければならない。

　したがって、府域水道の目指す方向は、府民に対して安心・安全な水を可能な限り安定かつ安価に供給し続け、国の水道ビジョンに示された５つの政策目標（安心・安定・持続・環境・国際）を実現していくことであると考えられる。
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【ステップ１：業務の共同化】

《特徴、メリットなど》

・業務毎、地域毎に、必要性・緊急性に応じた選択が可能。

・経営主体が変わらない。各事業者の適正な負担により

モラルハザード（他事業体への過度な依存）を抑制できる。

・業務によっては既存の広域水道ネットワークを活用できる。

【ステップ２：経営の一体化、事業統合】

関係事業体の共通基盤、統合条件等が

整った段階で実施

◇課題の改善効果（一部の業務・範囲に限定）

◇更なる広域化に向けた共通基盤の整備

◇事業体間格差（施設水準等）の縮減、平準化

広域化の形態

■主な課題■

〔技術基盤の強化〕

・施設の更新

・適切な維持管理

・人材、技術力

の確保

〔経営基盤の強化〕

・広域化による

経営の効率化

施設の老朽化

対策・耐震化

技術力の低下

経営効率化の

限界

事業統合

経営の一体化

業務の共同化


①　安定して給水する「水道」

　　水道は府民生活や産業活動に欠かせないライフラインであり、その機能が損なわれないように、計画的・効率的に施設更新を行うとともに、気候変動に伴う渇水・洪水や地震等の自然災害、停電、水質事故等の非常時への備えを行い、利用者にいつでもどこでも安定的に水道水を提供すること。

②　安心・安全な水道水を給水する「水道」

　　府民が利用する水が安全であることは、水道の最も基本的な条件であり、水道水源から給水栓に至るまで徹底した衛生管理のもとで、全ての府民が安心しておいしく飲める水道水を提供すること。
③　健全な運営を持続する「水道」

　　地域の実情に応じ、市町村域を越えた経営・管理等の広域化を進め、施設効率、経済効率の良い水道への再構築を図り、持続可能な水道システムを支える運営基盤を強化すること。

また、培ってきた水道に係る文化や技術を継承し、水道技術に携わる人材を確保・育成するとともに、技術の研鑽や新技術の導入を積極的に促進すること。

④　地球環境にやさしい「水道」
　　公共サービスの提供者としての社会的責任を率先して果たすため、環境保全のための目標を立て、省エネルギーの推進、新エネルギーの活用等により、環境にやさしい水道を構築すること。
⑤　アジア・世界に貢献する「水道」

　　世界的に見ても高い水道技術を、国際協力や水道ビジネス等により、アジアやアフリカなど安全な飲料水を継続的に利用できない人々や国々に提供し、府域水道の技術力・経営力の強化を図りつつ、相手国の水環境の改善を図り、広く世界に貢献すること。
５．将来像の実現に向けた重要な取り組み　　　　　
府域水道を目指すべき方向に導くには、府域水道が抱える様々な課題を解決する必要がある。本委員会では、これらの課題への対応策を検討し、その実現に向けた取り組みについて提言する。
５．１　安定給水の強化
１）取り組むべき施策

安定給水の強化に向けて、府域水道の個々の施設の耐震性などを図ることは当然であるが、すべての施設の機能向上には莫大な費用と長い期間を要するため、重要給水施設に対する給水確保に配慮しつつ、アセットマネジメントなどを活用し、計画的に更新を進めなければならないと考える。

ここまでにも述べたが、府域水道にとって淀川は最重要水源であり、その安定性を強化することはリスク対策の基本になると考えられる。一方で、システムとしての強靱性を高める対策として、水系や種別が異なる水源を確保する、つまり複数水源化を行うことも重要であり、地域自己水の維持や府県の枠を越えた広域的な水源の確保が必要である。

まず、地域自己水については、今後徐々に減少する可能性があるため、府全体でその維持・保全に取り組むことが必要である。

次に、府県の枠を越えた広域的な水源の確保については、府ではかつて水源不足と安定給水強化のために和歌山県の紀の川に水源を求めたが、近年の水需要が低迷していることを踏まえ、その事業化が見送られた。ここで、このような広域的な取り組みを模索するにあたっては、関係する府県がともに効果が得られるよう、相互に水融通が可能になることが望ましい。
２）重要施策（地域自己水や近隣他府県との連携）
（１）地域自己水との連携
地域自己水は、災害時に飲用水や生活用水などを賄うことができ、府民生活や社会活動を早期に復旧する基礎になるなど、地域にとって極めて重要な水源である。その一方で、地域自己水をとりまく環境は、人的かつ経済的な面から厳しくなる状況にあり、そうした個別の事情に応じて、今後は徐々に廃止されていくことが懸念される。

現在のところ、地域自己水の活用は、それを保有する市町村水道の給水区域内にとどまっているが、その効果を共有し広げるために市町村の枠組みを越えた活用策を検討すべきであり、例えば、隣接市町村間の応援協定案の作成、施設整備（応急給水設備の充実、連絡管整備など）やその費用負担のあり方など、府全体で維持・活用するための指針を検討することが必要と考えられる。
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（２）近隣他府県との連携

近隣他府県との連携については、京都府・奈良県・兵庫県の県営水道や阪神水道企業団、事業規模が大きい大阪市・京都市・奈良市・和歌山市などが対象となる。これらのうち、淀川以外の水系を水源とし、南河内・泉州ブロックの給水安定性を高める連携先としては、奈良県営水道と和歌山市水道が候補としてあげられる。
ここで、奈良県営水道は水道用水供給事業であり、大阪府営水道の送水管と同様に大口径の送水管が整備されている。これらを連絡することで、多量の水を融通することでき、その効果は双方の府県内に大きく広がると想像される。この実現にあたっては、融通水量の決定や連絡管の整備、その費用負担など課題はあるが、検討する意義は非常に高いと考えられるため、双方の関係者による協議を期待したい。
■近隣他府県との連携
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５．２　運営基盤の強化（府域一水道のロードマップ）
１）これまでの取り組み

大阪府では、国の水道ビジョンを受け、平成17年度から水道広域化に関して市町村との勉強会や様々な調査を行ってきた。平成19年度には府域水道全体についての基礎調査が実施され、広域化は効率的な事業の運営にとって大きな効果が期待できるとの結果を得た。

また、府内の河南地域（7市2町1村）や泉北地域（3市）では、水道事業体を中心とする広域化の勉強会が開催されており、その中ではかなり具体的な検討が行われている。

さらに、府内の水道の大きな動きとしては、大阪広域水道企業団設立の動きがある。これは、平成23年4月から、これまで大阪府水道部が行ってきた府内42市町村への用水供給事業を同企業団が引継ぐというものである。

そして、ここに至るまでには、平成20～21年度の２ヵ年にわたる大阪府・市水道事業統合に関する検討協議があり、これらの議論を通じて、

1 将来にわたり持続可能な安全かつ安定的な水供給を確保すること

2 人口減少・水需要減退により施設・能力規模の余剰化が生じ大幅なダウンサイジングが避けられないこと

3 その下で効率的な事業経営と水道施設の適切な更新・耐震化が求められていること

4 市町村及び地域住民の意思が反映できるガバナンスが重要であること

が明らかとなり、共通の認識が形成されたと考える。
一方、他の都道府県の広域化（都道府県単位の水道の一元化）の状況について目を向けると、東京都では多摩地区の統合（都から市町に対する事務委託の解消）までに40年以上を要している。また、近年、広域化を検討している千葉県では、短・中期のステップを経て、20年後までに県内水道の一事業体化を図っていくこととしており、同じく、埼玉県においても、最終的には県内一水道を目指しているものの、まずは20年かけて12ブロックに統合していくこととしている。このように、いずれの事例も長い年月をかけて、段階的に統合を図ることを目指しており、息の長い着実な取り組みが求められる。
２）広域化の基本的な進め方

　厳しい経営環境の中、水道施設を計画的に更新し、住民サービスの維持・向上を図りつつ、給水原価（料金水準）上昇の抑制と水道事業の運営基盤を強化するには、個別の経営努力に加えて、広域化により効率化や最適化を図ることが有効と考える。

大阪では、水源を淀川に依存している地勢的な条件から、府水道部による水道用水供給事業を核とした水道システムが広域的に整備され、その依存率が７割を超えるなど非常に高い。また、大阪市を除くすべての市町村に供給されているなどからすると、府の水道用水供給事業と市町村の末端給水事業の関係は、実態的には一種のグループ経営と見ることもできる。
したがって、この大阪の特徴を生かして更なる広域化を推進し、最終的には大阪市を含む府域一水道を目指すべきである。
　　ところで、水道事業の広域化の推進は運営基盤の強化策の一つとして以前から推奨されているが、大規模な事業統合に至るケースは全国的に見てもあまり例を見ない。

　　これは、水道事業は市町村経営が原則とされている中で、各事業体の施設・経営・サービス（料金）水準が異なっており、これまで積上げた各事業体及び利用者の利益を損なわない形での格差是正が難しいことによる。その代表的な例が水道料金格差の問題である。

　　大阪も例外でなく、43市町村がそれぞれ水道事業を運営しており、水道施設（特に給配水施設）や料金水準の格差、自己水源の保有状況等、それぞれの事情が異なる。したがって、広域化の必要性・緊急性に対する温度差があり、求められる広域化の形態やプロセスは必ずしも同一とは言えない。このことから、将来を見据えつつ、多様な形態も選択しながら、柔軟かつ統合的なロードマップを示すことが必要である。
　　府域水道の将来像を実現するためには、最終目標である府域一水道を早期に実現することが望ましいが、そのためには、43市町村の水道事業について、できる限り水道施設や料金格差の平準化を進めると同時に、広域化に対する利用者の理解を得ることが重要となる。また、水道施設の共同化や統廃合を行うには、府域水道の全体像を明確にした上で、それぞれの施設の更新時期を見据え、統合的に整備を進めていく必要がある。
　　そこで、全体最適（ここでは、水道システムの再構築を含む府域全体として最も効率的・効果的となる技術基盤及び経営基盤の確立と定義し、最終形として府域一水道を想定）を見据えつつ、用水供給事業を核としたグループ運営的な要素を生かして、地域に応じたアプローチから段階的に広域化を進めることが、効果的かつ現実的なプロセスであると考え、最終目標である府域一水道に向けた取組過程を広域化推進期とし、これを大きく２つのステップに分けることとした。
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ステップ１では、グループ企業としての実態を踏まえ、連携に取組み易くかつ効果の大きい分野に関する「業務の共同化」を推進する。これは、①業務ごとに事業体の必要性・緊急性に応じた選択が可能、②経営主体が変わらず、各事業体の適正な負担によりモラルハザード（他事業体への過度な依存）を抑制できる等の理由により、広域化の取組に向けたハードルが比較的小さいこと、さらには、課題の改善効果を利用者等に対して具体的に見せることが、更なる広域化の推進に対する理解と合意につながると考えるためである。
そして、ステップ１の取組みを積み重ねた結果、関係事業体の共通基盤など、統合の条件や環境が熟成したと判断される段階で、ステップ２「経営の一体化、事業統合」へと移行することとする。この時期になると、事業体間の格差はかなり縮小していると考えられ、施設・サービス、最終的には料金を含めた運営の根幹部分に関する統合に向けた検討が可能と考える。

一方で、小規模水道は運営基盤が脆弱であるために、より早い段階からステップ２に取り組むことを要望する場合も考えられることから、関係者の合意形成のもと、柔軟に進めることも想定すべきである。

　　なお、市町村の主体的な取り組みを促し、状況に応じて、できるだけ早期の広域化を進めていくこととするが、目標期間の設定に当たっては、全体最適を見据えた水道施設の整備・統廃合を進めるために相当な期間を必要とすることを踏まえると、施設更新のタイミングを斟酌しつつ、概ね２０年程度を視野に入れて進めていくことが妥当と考える。
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３）重要施策（業務共同化の推進イメージとその効果）
　　水道事業における様々な業務の中から、共同化の可能性があるものを取り上げると、「水質・水運用管理の共同化」「水道施設・資材等の管理の共同化」「災害対策の共同化」「利用者サービス業務の共同化」「事務（業務システム）の共同化」「施設の共同整備」が考えられる。

これらのうち、利用者サービスに直結する営業や給水装置に関連する業務を共同化するには調整に時間を要すると考えられる。そこで、水道事業内部の業務のうち、市町村水道で共通するもので企業団のノウハウを活かせる『水質・水運用管理の共同化』に着目し、その具体的な検討イメージとその効果を整理した。ここで、水質・水運用管理の中には、大きく「水質検査」「施設運用管理」「水運用管理」の３つがあり、水質検査はルーチン化されているために比較的早くから共同化に取り組むことができ、その後に企業団にノウハウがある施設運用管理や水運用管理について技術支援を行いながら共同化の範囲を広げることで、『水質・水運用管理の共同化』が実現可能であると考えられる。なお、この際、維持管理面、緊急対応面の効果が大きくなり、コスト面やサービス面でも一定の効果が得られると想定される。
この他、「水道施設・資材等の管理の共同化」や「災害対策の共同化」などについても内容の具体化を検討したところ、主に維持管理面や緊急対応面などで効果が得られると考えられた。

４）広域化を進めるにあたっての検討事項
（１）法律・制度面における実現手法の検討
　　　業務共同化の手法としては、企業団による受託をイメージしているが、受託・委託には水道法上の責任・権限の移行を伴う包括的な委託（第三者委託）と責任・権限の移行を伴わない部分的な業務委託があり、実現に向けた難易度が異なることを認識しておく必要がある。
第三者委託は責任と権限の移行を伴うため実現に時間がかかると思われるが、個別の事情によっては第三者委託が求められる状況が生じる可能性も否定できない。また、共同化のステップが進み、広域的視点での業務運営が求められるほどその必要性は増し、ステップ２へ移行する基礎となると考えられる。
第三者委託の実施に当たっては、公対公の関係の場合には委託それ自体が広域化を意味することから、府域水道の将来像を見据えて順次拡大を図っていきつつ、大阪府が広域化の推進モデルとなることを目指して欲しい。

なお、企業団を中心とした業務の共同化だけではなく、民間資金の活用や業務の民間委託についても取り組んでいく必要があるが、これについても各市町村の水道事業体が単独で行う個別発注の形態を採るのではなく、企業団を中心とした共同発注の形態とするべきである。これにより、スケールメリット（広域的効果）が働き、より効率的な民間活用が期待できる。
（２）アセットマネジメントによる適切な更新計画の策定
　　広域化や業務の共同化を進めるには、まず、府内水道事業の運営状況を共有することが必要である。そこで、各市町村水道は、統一された指針に基づいて、一定水準以上のアセットマネジメントに取り組むこととし、そのために必要な技術的なバックアップを大阪広域水道企業団に期待したい。そして、その結果を踏まえ、大阪府・大阪広域水道企業団・市町村が協力して、府域水道全体の更新計画の作成に取り組んでもらいたい。
（３）広域化推進に向けた会計上の仕組みの検討

広域化の最大のハードルは事業体間格差の問題である。そのため、大阪府域における広域化の進め方として、業務の共同化から取り組むことの意味合いには、脆弱な事業体の他事業体に対する過度な依存を抑制する効果も含まれる。また、広域化を更に拡大・推進する過程では、最終的に府域一水道となることを想定し、会計処理方法や処理基準の事業体間の統一化を図るとともに、府域一水道のコアとなる施設や管路の整備を府域全体の負担で行うための基金の積立等、府域一水道の実現に向けた広域的整備が推進されるような会計上の仕組みの構築に取組んでもらいたい。
５）府域一水道のロードマップ

　以上の検討結果を、府域一水道に向けたロードマップとして、次ページの図にまとめる。

５．３　今後の取り組み
　ここまでの検討結果をもとに、今後取り組むべき事項を以下に列挙する。これら①～⑤のうち、府域水道が新たなステージの第一歩を踏み出すうえで、早期に取り組まなければならないのは、①～③であると考える。
　　① 新しい水道整備基本構想（おおさか水道ビジョン）の策定

　　② 業務共同化のニーズ把握と推進体制

　　③ 未来の水道を担う人材の育成
　　④ 安定給水の強化に向けた地域自己水・他府県連携の推進
　　⑤ 経営一体化や事業統合への展開イメージ

　まず、「① 新しい水道整備基本構想（おおさか水道ビジョン）の策定」については、現在の構想が策定から20年が経過し、これまでに府域水道をとりまく環境が大きく変化したこと、また、これまで府営水道が行ってきた水道用水供給事業を市町村が構成する大阪広域水道企業団に承継するだけでなく、同企業団を中心に広域化が展開するなど、府域水道の大きな転換期に差し掛かりつつある現状と新しい潮流を踏まえ、長期的な視点で全体最適を示すものに早急に改定すべきである。
　ここで、改定に当たっては、大阪市を含む府内43市町村の水道事業体の声を反映する機会を設けるとともに、その具体化を図る広域的水道整備計画を併せて改定し、より実効性の高いものにすることが必要である。
さらに、市町村の水道事業体においては、それぞれの地域水道ビジョンや基本計画をこれら構想や整備計画と整合させるなど、府内水道全体で広域化に取り組まなければならないと考える。

　次に、「② 業務共同化のニーズ把握と推進体制」については、全体最適として府域一水道を目指すべきとしつつも、地域のニーズに合う形で、できるところから「業務の共同化」を進めることとした。
その具体化にあたっては、大阪府・大阪広域水道企業団・市町村水道が広域的な視点を共有し、連携することが重要であることはもちろん、実際に全体最適に向けた共同化を企画・立案する機能が不可欠と考える。これについては、府内水道の中心となる大阪広域水道企業団のリーダーシップに期待するとともに、それを発揮できる仕組みについても検討していただきたい。

　さらに、「③ 未来の水道を担う人材の育成」については、水道事業の持続と発展の基礎となるもので、技術の継承と合わせて府域水道の共通課題であり、できるだけ早く広域的に取組むべきである。広域化による技術者の共有や退職を迎えた官民水道技術者のキャリアの活用など、未来の水道を担う人材の育成に向けた具体的な仕組みを検討すべきである。
　また、「④ 安定給水の強化に向けた地域自己水・他府県連携の推進」については、府域水道の安定給水強化に向けた新たな取り組みとして、災害時の地域自己水の相互融通・地域水道ネットワークの構築と府全体での共通指針の策定に努めていただきたい。そして、更に広範な災害リスクに備え、他府県との相互融通体制の整備、例えば府南部地域の安定給水強化に有効な紀の川との相互融通等について、大阪府・大阪広域水道企業団を中心に、国や近隣他府県と連携して取組むことが必要である。

「⑤ 経営一体化や事業統合への展開イメージ」の検討については、①～④と取り組みと並行しながら、各種の調査検討（施設計画や費用対効果など）や関係者による協議を着実に進めることをお願いする。
６．おわりに　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　本委員会は、平成22年6月に大阪府からの委嘱を受け、公開形式の委員会を５回にわたって開催し、府域水道の将来像等について検討を行った。

　第１回委員会では、委員会設置の趣旨並びに府域水道の現状と課題、広域化の効果等について、事務局より説明を受けた。

　第２回委員会では、様々な地域の府内水道事業体（５団体）から事業経営の現状や広域化についての考え方について意見を聴取した。また、府内市町村に対して行った府域水道の将来像に関するアンケート結果について事務局から説明を受けた。

　第３回委員会と第４回委員会では、府域水道の将来像とそこに至るロードマップについて検討した。また、第４回委員会で提言素案について、第５回委員会で提言書案について、それぞれ検討を行い、提言としてとりまとめた。

　最後に、府域水道の関係者による広域化をこれから進めるにあたり、本委員会として、次のことをお願いしたい。

　まず、広域化の基本的な進め方については、府域水道の現状や広域化への意向を踏まえ、大阪広域水道企業団を中心とする業務の共同化を、希望する市町村から始めることとしたが、この段階だけで広域化が達成されるわけではなく、最初の一歩に過ぎないことを強く認識することである。
　また、このような共同化を企業団と個々の市町村で個別に始めた場合、「部分最適」を達成できるかもしれないが、それが「全体最適」につながらない場合もあることから、常に全体最適（府域一水道）を見据えつつ、将来像の実現に向けて着実に歩んで欲しいと考える。
　以上、大阪府に対する本委員会からの提言とするが、水道事業は府内市町村により運営されていることから、本提言は、府のみならず、府内すべての水道事業体の指針とするとともに、これら水道関係者が府民に対して情報を広く発信し、府民の参加と水道関係者との協働による「未来につながる水道づくり」が行われることを切に望むものである。
添付資料１．大阪府域水道将来構想検討委員会　委員名簿
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計５人
添付資料２．大阪府域水道将来構想検討委員会　検討の経過と概要

　第１回検討委員会［平成22年6月29日(火) 開催］
　　議題（１）委員長の選出について

　　　　（２）検討事項とスケジュールについて

　　　　（３）府域水道の現状・課題について

　　　　（４）広域化の効果と府域水道の方向性について
　第２回検討委員会［平成22年7月28日(水) 開催］
　　議題（１）府域水道の将来像に関するアンケート調査結果の説明

　　　　（２）水道事業体の現状・課題について

　　　　（３）水道広域化に関する意見交換
　第３回検討委員会［平成22年9月6日(月) 開催］
　　議題（１）府域水道の将来像（運営基盤の強化）

　第４回検討委員会［平成22年11月19日(金) 開催］
　　議題（１）府域水道の将来像（安定給水の強化）

　第５回検討委員会［平成22年12月17日(金) 開催］
　　議題（１）府域水道の将来構想（提言書素案）について
添付資料３．大阪府域水道将来構想検討委員会　設置要綱
(設置)

第1条
府域水道の将来像を見据え、広域化の推進とその実現に向けた水道整備の方向性について、専門的かつ客観的な意見を求めるため、大阪府域水道将来構想検討委員会(以下「委員会」という。)を置く。

(検討内容)

第2条　委員会は、次の事項について協議・検討を行う。

一　府域水道の将来像（あるべき姿）に関すること。

二　広域化の実現に向けた府内の水道整備の方向性に関すること。

(組織)

第3条　委員会は、委員５人以内で組織する。

2　委員は、学識経験者、府内水道事業者、公営企業会計制度に関し優れた識見を有する者のうちから、知事が委嘱する。

(守秘義務)

第4条　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

(委員長)

第5条　委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。

2　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

3　委員長は、議長として委員会の議事を運営する。

4　委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。

(会議)

第6条　委員会の会議は、委員長が招集する。

2　委員長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求めることができる。

(会議の公開)

第7条　委員会の会議は、原則として公開とする。

(庶務)

第8条　委員会の庶務は、健康医療部環境衛生課において行う。

(委任)

第9条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成22年6月15日から施行する。
※生残率・出生率・社会移動率の設定が異なる３種類のケースで推計


（出典：大阪府の将来推計人口の点検について　平成21年3月　大阪府政策企画部）








≪府域水道の目指す方向≫


①　安定して給水する「水道」


②　安心・安全な水道水を給水する「水道」


③　健全な運営を持続する「水道」


④　地球環境にやさしい「水道」


⑤　アジア・世界に貢献する「水道」





≪国≫


安定　


安心　


持続　


環境　


国際
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